
/別 記
第1号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

事 業 者 排 出 量 肖」 滅 計 画 書 ( 新規 ・袈 )

ひわ

(法人にあっては 主 た

大阪府大阪市北区芝田一丁目16番 1号
阪急電鉄株式会社
代表取締役社長

粂猪 1項 (第18粂第 2項、第 18粂第 3項)α

特定事業者の
主たる業種

鉄道事業

該当する事業
者要件

「

ノ 本部府挫■埠暖化社栄条例雄空翠則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又

はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両1

「

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針
阪急電鉄は、「地球環境の保全は人類共通のテーマであり、より健全な地球環境を次世代に引き継ぐことが私たちの便命である」との認識に

たち、企業活動を通じて地球環境の保全に努め持続的発展が可能な杜会づくり1こ貢献します。
また、機能分担会社に環境負荷低減の取り組みを依頼し、グループ全体で地球環境の保全に努めま抗

推 進 体 制
当社は平成9年2月全社的に環境保全業務を把握し、情報を変換する組織1環境保全業務情報変換会議」を設け取り組んでまいりましたが、

さらに地球温暖化防止をはじめとする環境問題に積極的に取り組みために、平成10年8月「環境委員会」を設置しました。
また 鉄道事業における都市交通事業本部では、定期的な情報の交換を行うための会議体を設置しておりま抗

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年 度 設備、対象、工程等 計 画  内

18～19 茂道草前更新 省エネ車両 くVVVFイ ンバータ制御、アルミ車両)へ の代替 (2編成 16両)

18～19 妖道電力供給設備更新 整旋磨用変圧器の更新 (4台)

18～19 設備代替 喪Cub(7台 )/信 号用変圧禅の更新 (6台)

18～!9 照明関係設備更新 駅案内表示装置 (ラガールビジョン)及 び各租運転保安設備へのLED方 式採用

温室効果ガス
の排出量等

排出区分

基準年度 (実績)

(17)年 度
(二酸化炭素後算 (t))

日楳年度 (計凹,

(19)年 度
(二酸化炭秦換算 〈t))

削減率

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 t t %

B輸 送車両排出区分 188,240 t 1661072 t -1 3 %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合討 Ⅲl            188,240 t Ⅲ2      1861072t -13 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組量等 (二酸化炭素換第 (t)

森林の保全及び整備 (整備面積) (吸収畳) t

府内産の木材の利用 (利用重) In, (削減畳) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(発電畳 ) kwh (削減量) t

(恐供格量) (削減量) t

グ リー ン電力の購入 (購入重) kwh く肖Ⅲ済と) t

肖J滅量等合計 t

差引排出量

〈排出合計一Hl済奪合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

Ⅲl              188 240 t 〔12)‐(13       168,071 7 t -13 %

特 記 事 項

当社では、削減計画実施前より環境負荷抵滅に向けた取り組みを実施しております。

③省エネ車両の導入
O変 電所に高効率変圧器を導入
○車両運用における省エネ (省エネ車の運用比率向上、昼間時の車内灯消灯など)
OLEDの 採用 (信号機、閃光灯、方向指示器、動作反応灯、列車接近警告灯)
○改札機に省電力の IC専 用機の導入
O駅 の照明器具の省電力化 (高効率化)
○エスカレータの更断 (及び同工事期間の短縮化)
∩価刑客認終のインパータ御佃イヒ

主な取 り組みは次の とお りです。

連  絡   先

担 当 音F 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

注 1該 当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外で白主参加される事業者の方は レ印の記入は不要です。

2「 基準年度」とは計画期間のSt年度を、 「自標年度Jと は計画期回の最終年度をいいます。

3「 事業所等併山区分」とは、京都府内の事業所等の事災活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを 「輸送ヽ前排出区分」
とは 自動車運送事業者については使用の本拠の位置を京福府内とするヽ両の様出する温室効果ガスを 鉄 道事来者については保有する資物や

両又は旅客=前 の排出する温窒効果ガスを、 「その他排出区分」とは、上記以外の京都市内における車来所等の事業活動に伴い発生する温室効

4零 終曇岳増! こ`こt平 成2年度 (1990年 度)を 基単とした排出量の対比やエネルギー原単位C02排 出旦 省 エネ製品開発など他者の温笙効

果ガスuF出高J援への買は、グリーン調達の採用、特定フロンなどの条切指定外の温宮効果ガスの削減などを記入してください。


